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法人設立手続オンライン・ワンストップ化検討会（第７回） 

 

（開催要領） 

１．日 時：平成30年２月23日（金）９:00～10:56 

２．場 所：中央合同庁舎８号館４階416会議室 

３．出席者： 

大久保 幸世 創業手帳株式会社 代表取締役社長 

  大杉 謙一  中央大学法科大学院 教授 

関 聡司   新経済連盟 事務局長 

杤原 克彦  日本商工会議所 理事 

根本 勝則  日本経済団体連合会 常務理事 

宮内 宏   宮内・水町IT法律事務所 パートナー 

村上 文洋  株式会社三菱総合研究所 主席研究員 

 

（議事次第） 

１．開会 

２．マイナポータルを活用したワンストップサービス 

３．法人設立における印鑑届出の義務の廃止 

４．登記の24時間以内の処理の実現及び世界最高水準の適正迅速処理を目指し

た業務の徹底的な電子化 

５．閉会 

 

（配布資料） 

資料１ ：事務局提出資料（本日の検討事項について） 

資料２ ：関係省庁提出資料（議題２について） 

資料３ ：法務省提出資料（議題３について） 

資料４ ：法務省提出資料（議題４について） 
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○川村日本経済再生総合事務局参事官 ただいまから「法人設立手続オンライ

ン・ワンストップ化検討会」第７回を開催させていただきます。 

 御多忙の中、御参集いただきまして、まことにありがとうございます。 

 早速ですが、議事に入らせていただきます。 

 ここからの進行は大杉座長にお願いしたいと思いますので、よろしくお願い

いたします。 

 

○大杉座長 皆様、おはようございます。オンライン・ワンストップ化検討会

は、前回は定款認証のあり方を含めた合理化について議論しましたけれども、

本日は、来月末までの取りまとめに向けて、その他の論点について、これまで

の議論を受けた検討状況について関係省庁から御報告をいただき、議論させて

いただきたいと思います。 

 最初に、本日の論点の全体像を事務局から御紹介ください。 

 

○川村日本経済再生総合事務局参事官 お手元の資料１をごらんください。「本

日の検討事項について」という紙でございます。 

 昨年12月８日に「新しい経済政策パッケージ」が閣議決定されました。その

中で、法人設立のオンライン・ワンストップ化については、下記のとおりとさ

れてございます。世界最高水準の起業環境を目指して、法人設立に関して、利

用者が全手続をオンライン・ワンストップで処理できるようにするために、以

下の事項に関する具体策と実現に向けた工程について今年度末までに成案を得

るとなっております。ⅰからⅳまでございまして、ⅲの定款認証の関係を除き

まして、24時間以内の処理の実現、世界最高水準の迅速処理を目指した業務の

徹底的な電子化、印鑑届出義務の廃止、法人設立手続のオンライン化とマイナ

ポータルを活用したワンストップサービスの提供というところでございます。 

 本日は、３月末の取りまとめに向けまして、ⅰ、ⅱ、ⅳに関しまして、具体

策と実現に向けた工程について御議論いただければと考えております。 

 

○大杉座長 以上が全体像ですが、それでは、最初の論点であるマイナポータ

ルを活用したワンストップサービスに移ります。関係府省として、法務省、国

税庁、総務省、厚生労働省、番号制度推進室など大勢いらっしゃいますので、

まとめて事務局から現在の検討状況の御説明をいただきます。 

 

○川村日本経済再生総合事務局参事官 お手元の資料２をごらんください。「法

人設立手続に関するワンストップサービスの提供に向けて」でございます。番
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号制度推進室、総務省、法務省、国税庁、厚生労働省に御協力をいただきなが

ら検討を進めてございまして、僣越ではございますが、代表して御説明をさせ

ていただきます。 

 資料を１ページおめくりいただきまして、２ページ目のデジタル・ガバメン

ト実行計画です。ことし１月にｅガバメント閣僚会議で御決定をいただいたも

のでございますが、こちらは横断施策による「行政サービス改革の推進」とい

うところで、デジタルファースト、ワンスオンリー、コネクテッド・ワンスト

ップというものが位置づけられ、さらに個別分野におけるサービス改革という

ところで法人設立手続のオンライン・ワンストップが位置づけられてございま

す。 

 ３ページ目はワンストップサービス提供に当たる基本的な考え方でございま

す。行政サービスの100％デジタル化というところ、そして、利用者中心の行政

サービス。利用者にとって、行政サービスが「すぐ使えて」、「簡単で」、「便

利」である。利用者にとって、行政のあらゆるサービスが最初から最後までデ

ジタルで完結されるというところでございまして、法人設立手続のワンストッ

プサービスの実現に向けた検討においても、こうした観点を実現していくこと

が大事だということでございます。行政からの生産性革命を加速していくとい

う趣旨でございます。 

 ４ページ目をごらんください。法人設立手続に必要なものは、現在、４つの

システムで個別に実施する必要がございます。このため、たった一回の手続の

ためになかなか進まないというところがございまして、マイナポータルを活用

してワンストップサービスを今後、提供していくというところでございます。 

 ５ページ目ですが、マイナポータルとはというところでございます。政府が

運営するオンラインサービスでございまして、行政機関からのお知らせ確認や

電子申請手続の全国横断的な検索・比較・申請など、さまざまなサービスが利

用可能でございます。この中に、公的個人認証サービスによって本人確認が実

施できるというところがございますし、さらにAPI機能も実装するというもので

ございます。マイナポータルの基盤を活用して、法人設立のオンライン・ワン

ストップサービスを検討していくというところでございます。 

 ６ページ目ですが、利用者が一度手続（必要事項の入力・必要書類の提出・

署名付与等）をすれば、法人設立に関する全手続をオンライン・ワンストップ

で完了できるようにするようなサービスの実現を目指すというところでござい

ます。左側の「これまで」というところは、同じ情報を何度も登録し、システ

ムごとに操作も違う。全体像もわかりづらいというところを「今後目指すサー

ビス」というところで、１つのシステムで、一回で完了。手続漏れもなくなる

ということを、マイナポータルを活用して実現していこうというものでござい
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ます。 

 ７ページ目は今後のスケジュールでございます。完全ワンストップサービス

の実現に向けて、まず、平成31年度中に登記後の手続をワンストップで完了で

きるようにすべく、開発などを進める。次に、平成32年度中に、登記手続も含

め、全手続をワンストップで完了できるようにするべく、開発を進めるという

ところでございます。この２段階で進める趣旨につきましては、登記後の手続

については、登記が完了を確認したことを行って進めていくという必要がござ

いますので、そのための機能追加が特に必要になるということで、２段階で開

発を進めるということを想定してございます。 

 今後、引き続き関係省庁で連携しながら技術的検討を進め、サービス提供に

向けた準備を行いまして、平成31年度中に登記後の手続のワンストップサービ

スを開始し、翌、法人設立手続に関する全ての手続のオンライン・ワンストッ

プ化を実現するというところでございます。 

 私のほうからは以上でございます。 

 

○大杉座長 ただいまの御説明につきまして、質問等はございますでしょうか、

特に関係府省の方々から。宮内委員、お願いします。 

 

○宮内委員 一つだけ御質問させていただきたいのですけれども、銀行口座の

開設については、これとの関係がどのようになっているか、もし検討状況があ

りましたら教えていただきたいと思います。 

 

○大杉座長 事務局からお願いします。 

 

○川村日本経済再生総合事務局参事官 銀行口座につきましては、現状で、ま

ず、オンラインで実現できる法制度は整備されてございますが、民間の銀行側

でそのシステム開発をされていないという現状がございまして、そういったこ

とを促進する観点からも、今般、犯収法の省令改正について警察庁で御検討を

いただきまして、そこの環境整備が一つ進むかなというところでございます。

そうしたオンラインで完結するサービスを銀行のほうで御検討いただいた上で、

マイナポータルとの関係をどうするかというところは、民間側の状況に応じて

さらに検討を進めていくということになるのではないかと考えております。 

 

○宮内委員 ありがとうございます。 

 

○大杉座長 ほかにいかがでしょうか。 
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 大久保委員、お願いします。 

 

○大久保委員 起業家にとっては会社設立の登記は基本的に一回だけのための

行為で、1回の為に、４つのシステムを覚えて、使い分けるというのは現実的で

はなく、対応や習熟の時間的コストが上回ってしまいます。統合される方向は

起業家サイドとしては賛成で、非常に素晴らしいことだと思います。 

 話の流れから外れてしまうのですけれども、先ほど銀行の話がありましたの

で、参考にお伝えしたいことがあります。我々は創業手帳というメディアをや

っていて、メディアの他に実際に毎月130人ぐらい創業者の方と無料で起業のマ

ンツーマンの個別相談を受けています。まさに昨日、目の前であったことなの

ですが、相談に来た起業家で、日本政策金融公庫の融資がおりたのだけれども

銀行の口座開設審査が落ちたので、対応できる金融機関は無いですか、という

相談を受けました。 

こういったことは、日常茶飯事です。国の金融機関である日本政策金融公庫

が、審査をして、お金を貸すということですから、その審査は口座作るよりは

るかに、事業や経営者の人となりを見て、面談もするようなしっかりしたもの

なのです。公庫は融資専門で、決済の銀行は無いのでお金を受け取る振込先が

いるのです。 

融資を受けるのと口座を開くのはどちらが審査が厳重であるべきかは言うま

でもないですが、厳重な審査を通った融資が下りたのに、単に口座開設だけの

銀行側で落ちてしまう。これはいかがなものかと思います。入金先口座がない

ということはよく起こります。 

 銀行口座の話がありましたけれども、大分現実的に銀行口座がつくれないと

いうことが日常的に起こっております。マネロン防止というのは分かるのです

が、厳し過ぎるのではなかろうかと思います。銀行口座の話がありましたので、

上手く連携していただきたいと思っております。口座の話に関連した情報とい

うことでお伝えいたします。 

 

○大杉座長 マネロンの防止と起業の促進の難しいバランスがあると思います

けれども、そこも引き続き事務局のほうで視野に入れていただこうと思ってお

ります。 

 ほかに特に関係府省のほうからございませんでしょうか。 

 それでは、法務省、国税庁、総務省、厚生労働省、番号制度推進室におかれ

ましては、ここまでで結構ですので、御足労ありがとうございました。恐縮で

すが、御退室いただきますようお願い申し上げます。 

（関係省庁退室） 
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○大杉座長 続きまして、印鑑届出の義務の廃止の議論に移りたいと思います。

法務省から具体策と工程について御説明をいただき、その後、自由討議といた

します。 

 それでは、法務省、御説明をお願いいたします。 

 

○松井法務省民事局商事課長 それでは、資料３に基づいて御説明を差し上げ

ようと思います。目次を御覧いただきますと、今日の御説明は、まず、現状と

問題点をもう一度復習させていただいた上で、１番として印鑑届出を任意とす

る選択制の実現について、２番として商業登記電子証明書の使い勝手の向上に

ついて、御説明を差し上げたいと思います。 

 ３ページですが、これまでの検討会の議論でもございましたが、印鑑届出は、

今、登記の申請書に押印すべき者が事前に印鑑を登記所に届け出るということ

になっております。そのために、完全オンライン化のためには障害となってい

るという指摘があります。現在でも株式会社の登記申請の52％はオンライン申

請ではありますが、印鑑届書が紙であるために、完全オンラインにはならない

ということでございます。そのために、印鑑届出の在り方を見直そうという議

論がこの場でされてきたということです。 

 ４ページですけれども、法務省の取組としましては、印鑑届出を任意性とす

る選択制にするということと、商業登記電子証明書の使い勝手自体を見直す。

これによって、誰にとってもさらに利用しやすい電子証明書にということを考

えています。 

 ５ページ、６ページで順次御説明しますが、５ページの法務省の取組の真ん

中のあたりを御覧ください。具体的には、申請人の判断によって、印鑑又は商

業登記電子証明書のいずれかを届け出るということを選択していただくように

したいと思っています。そうしますと、会社成立後は、印鑑証明書又は商業登

記電子証明書を使って、会社代表者の本人性、代表権の有無、こういうものを

確認して、各種の取引や登記申請をしていただくということを予定しておりま

す。このようにしますと、会社の設立登記に必要となる書類を全てオンライン

で提出することが可能となって、登記所に赴いたり郵送する手間がなく、迅速

な設立が可能になると思っております。 

 そのために必要な事項が６ページでございますが、まず、法令の見直しとし

て、商業登記法とそれに関係する省令、今までの通達等の運用体制、これらを

抜本的に見直す必要がございます。といいますのも、商業登記法は昭和38年に

できた法律でございますが、事前に印鑑を届け出ることを前提にして、その上

に手続が積み重なっていくということになっています。この印鑑を前提とした
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根本的なところから見直すということでございますので、その法令についてし

っかりと検討しつつ、また、印鑑を単純に電子認証制度に置き換えていいのか

どうか。このあたりの検討も必要であると考えております。 

 もう一つ、関係システムの改修としましては、複数のシステムが相互に絡み

合っているところでございます。ここに記載した登記情報システム、登記・供

託オンライン申請システム、電子認証システム、これらの改修を適切に行い、

改修後にミスが起こらないようにしっかりと取り組んでいきたいと思っており

ます。 

 ７ページ以降は使い勝手の向上に関する部分でして、３ページ分を使ってお

りますが、今後は商業登記電子証明書をさらに御利用いただきたいと思ってお

りますので、その使い勝手の向上が非常に重要となっております。そもそも商

業登記電子証明書とは何かと申しますと、登記所で法人に関する登記情報を持

っておりますので、その情報を持っている登記所が法人の代表者に対して発行

する電子証明書でございます。これは、国や地方公共団体に対する多くのオン

ライン申請で使われているほか、民間の取引などでも使われております。登記

所が発行するために、本人確認のほか、法人格の存在や代表権限の存在までも

認証する唯一の公的制度となっておりまして、登記事項を変更するとリアルタ

イムでそれを反映させることができる。ですので、代表者が代わったら、直ち

にそれを失効させることとなり、有効性確認をするとそれが分かることになっ

ています。 

 今後は、利用者目線で一層使いやすくし、利用コストの見直しなども考えて

いきたいと思っておりますが、具体的な課題が８ページ、９ページに書いてあ

ります。まず、課題①が８ページで、使用に必要な事務処理の簡素化としまし

て、技術的な問題ではございますが、その利用に一手間がかかるという御指摘

をいただきました。課題の例の左側にある点線で囲んだ部分ですが、登記官の

電子証明書は１年ごとに更新しており、その都度、パソコンにインストールす

る必要がある。これが面倒であるということでして、登記官の電子証明書の更

新頻度を長くすることにより、利用者によるインストールの手間を最小化でき

るかという課題がございます。このあたりは、商業登記電子証明書以外の認証

事業者の電子証明書などの在り方も踏まえながら、また、政府の他の機関の在

り方も踏まえながら検討していく必要があろうと思っております。 

 右側の点線の枠ですが、もう一つの課題は、取引において商業登記電子証明

書を円滑に利用するには、利用者のパソコンに一々インストールする必要があ

る。これが課題であるという御指摘もいただいております。その課題のために

は、登記官の電子証明書を安全で信頼できるものとしてソフトウエア会社に認

めてもらい、利用者による個別のインストールを不要にすることが可能かとい
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う課題がございます。例えばAdobe社に依頼するなどにより、こういうことが解

決できるかという問題でございますが、これについても検討を進めてまいりた

いと思っております。 

 次に、９ページになりますが、商業登記電子証明書の取得に要する手数料の

問題でございます。現在は、証明期間が１年ですと7,900円かかっており、これ

が高いという御指摘もいただいております。この手数料は、受益者負担という

観点を忘れることはできないわけでございますが、近時、商業登記電子証明書

の発行件数は前年比でおおむね15％増ぐらい伸びているところでございます。

ですので、このような伸びを勘案しながら、今後、手数料の引き下げを検討で

きないかどうかを考えてまいりたいと思っております。 

 課題③ですが、商業登記電子証明書の取得方法について、現在は、登記所に

印鑑が届け出られるという印鑑届出制度を前提にした上で、登記所に持参する

方法又は郵送する方法に限定して電子証明書の取得を請求してもらうことにな

っております。すなわち、電子証明書の取得請求書に届出印を押してもらった

上で、印鑑カードも提出してもらい当該印鑑カードを保持している方の請求で

あるということも確認し、さらに、公開鍵を格納したUSBも出していただいてお

ります。しかし、この点については、公的個人認証を利用してオンライン請求

をすることも可能ではないか。公開鍵をオンラインで登記所に届け出ることも

可能ではないかと思っておりますので、このような見直しを行うことで、さら

に費用対効果を向上させていきたいと思っております。 

 今後の予定でございますけれども、関係各所と調整中ではございますが、商

業登記法の改正を要するということですので、平成31年度の改正が実現できる

ように取り組んでいきたいと考えております。システム改修につきましては、

どの程度の規模になるかが現時点で見えていないところでございますが、法令

改正や運用の変更点の検討をこれから行っていくのと並行して、システム改修

の規模感についても検討してまいりたいと思っております。 

 私からの説明は以上です。 

 

○大杉座長 どうもありがとうございます。 

 具体的な方向感を示していただけたかなと思います。 

 ここからは自由討議の時間としたいと思います。30分ぐらいの時間がござい

ますので、どなたからでも結構です。御質問とか御意見があれば、挙手して発

言ください。 

 それでは、根本委員。 

 

○根本委員 ありがとうございます。検討の方向性を伺い、ぜひ取り組んでい
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ただきたいと思ったのですが、幾つか気になる点がございましたので、申し上

げたいと思います。 

 まず、基本的な考え方の点で、書きぶりが少し気になりました。閣議決定さ

れた文章では、「デジタルファースト」という考え方を採用していると理解し

ております。印鑑届出を任意とする選択制に見直すということですと、デジタ

ルファーストにはならないのではないか。文章の書き方の問題だという理解は

しておりますが、幾つかそのような箇所が資料の中にございますので、原則は

デジタルという方向に直していただきたいというのがお願いでございます。 

 資料２の中で少し気になったのですが、タイムフレームといいますか、改正

までの時間がかかり過ぎる印象が拭えません。２年、３年かかると言われると、

これは基本的な制度なので問題はないのかもしれませんが、通常のいろいろな

制度改正ですと、２年ぐらいたったら、もうその制度改正は役に立たないとい

う話になりがちでございます。今回の件はこれで進めていただくことになると

思いますが、２年経てば全部でき上がっている。あるいはもっと早くできると

いうような形にしていただけるとありがたいと思います。 

 商業登記電子証明書に関して、会員からいろいろ伺いますと、申請書に会社

代表者の届出印を押印しなければいけないとか、発行手数料を納付するために

申請書に収入印紙を貼付しなければいけないとか、証明期間内に電子証明書が

失効した場合にも残存期間分の手数料の払い戻しが行われないなどの声がござ

います。内容を全部精査しているわけではないのですが、課題がまだまだ残っ

ている部分もありますので、こちらも一緒に改善していただけるとありがたい

と思います。 

 電子証明書の取得も含めまして、とにかくオンライン・ワンストップで手続

が完結するようにお願いできればと思います。 

 

○大杉座長 一部だけでも結構ですけれども、松井さんからお願いします。 

 

○松井法務省民事局商事課長 ありがとうございます。デジタルファーストを

目指していくということは我々も共有しておりますので、今後の普及に向けて、

特にPRにおいては、そのように努めてまいりたいと思っております。 

 また、これは経済界にも本当にお願いさせていただきたいのですけれども、

会社法上は平成13年の改正、もはや今から17年前の改正で、株主総会議事録、

取締役会議事録が電子化できるとなっておりますが、今、登記申請書に添付さ

れる議事録は、まだまだ電子化されていないという現状でございます。皆様に

おかれましても、このあたりの旗振りをぜひともお願いしたいと考えておりま

す。 
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 改正の時期については、平成31年中に改正と考えておりますので、１年程度

とは考えておりますけれども、その後のシステム改修も最大限の努力をしてま

いりたいと思っております。 

 最後に、電子証明書に関する課題が幾つかあるという御指摘をいただきまし

た。今後も経済界の皆様方とは意見交換を随時させていただきながら、その改

善に向けて取り組んでまいりたいと思っています。御指摘ありがとうございま

す。 

 

○大杉座長 根本委員。 

 

○根本委員 議事録の関係について、あるいはそれに関連する事項について御

指摘をいただきましたけれども、恐らく手続が全てデジタル化される。行政サ

ービスが100％デジタル化されることになりましたら、民間企業はちゅうちょな

く対応すると思いますので、ぜひその方向で一緒に進めさせていただければと

思います。 

 

○大杉座長 お互いに相手方の電子化が進まないと踏み出せないということだ

と思いますので、両サイドにおかれまして進めていただければと思います。 

 では、ほかの方、御意見、御質問はございませんでしょうか。 

 宮内委員、お願いいたします。 

 

○宮内委員 法人の認証システムについては、いろいろと私も勉強してきた次

第でございますけれども、まず、電子証明書はそもそものあり方が、欧米で言

う手書きのサイン。こういうものを電子化するというような考え方で進んでき

たという歴史的経緯がありまして、そういう意味では、自然人とサインの関係

が一番重要視されてきたというのが歴史的な経緯であります。そういう意味で、

こういった法人の電子証明書が、法人格ですとか代表権限までをも証明する形

で含んでいるというのはある意味世界的にも画期的なものだと考えています。

これをぜひとも広く使えるように、いろいろな意味で推進していくことが非常

に重要なことで、今回、いろいろ御施策を提案させていただいているわけです

が、非常に高く評価すべきものだと考えています。 

 そういう中で、既に御紹介がありましたけれども、少し使いにくいのではな

いかという話が幾つかございます。実際に現在の方式が、例えば標準に反して

いるとか、そういうことではありません。標準には合っているのですけれども、

世の中で普通に使われている、デファクトと言っていいのかわかりませんが、

そういったあり方からやや異なっている部分もありまして、そういう意味で、
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一般の人が使うのには少し難しくなっている部分があるということが言えると

思います。これも先ほど幾つか御紹介がありましたけれども、登記官の証明書

のあり方、それの提示の仕方や民間での使い方という問題もありますし、どん

なタイミングで出すかというのが、果たしてセキュリティー的に必要なほど、

必要な、細かく出しているのか、もう少し長い期間でもいいのではないか。そ

ういう議論は当然あるということでございます。 

 現在ですと、Adobe Readerで、場合によっては検証に成功していない場合が

ある。署名の検証を見るのに成功しない場合があります。これはAdobe Reader

が悪いのかどうかというと、標準に反しているわけではないのでAdobe Reader

が悪いわけではないのですけれども、先ほど言いましたように、世の中で広く

使われているところと少し違いがあるためにそういうことが起こっているので、

こういうところはぜひとも改善して、広く一般の方が使えるようにしていただ

きたいと思っています。 

 こういった使いやすくすることにつきましては、先ほど御紹介がありました

法改正とは別で、必ずしも法改正を待たなくてもできる部分もたくさんあると

思いますので、少しでも早く進めていただきたいと思っています。31年度とお

っしゃっていた法令の見直しのほうですけれども、まさにデジタルファースト

をやっていく上で、何をしなければならないか。どういうところがいわゆるBPR

においてやっていかなければいけないところなのかということと密接にかかわ

ってくる、いわばデジタルファーストの先駆けになるような、そういった検討

になると思うので、これもぜひきっちり、細かいことも含めて、完璧とは言い

ませんが、しっかりと進めていただきたいと思っています。 

 ちょっと別の話になりますけれども、先ほど印鑑の届出の廃止をどう見るか

というような御議論がありましたが、私の周りの弁護士などを見ていると、印

鑑がなくなってしまうのではないかというあらぬ印象を受ける人がいて、そう

いう誤解がないように、そういう書き方は考えていただきたい。今の段階で、

もちろん義務の廃止でありまして、印鑑の届出自体をなくすということを書い

てあるわけではないのですけれども、突然印鑑がなくなってしまうのではない

かという誤解をしている人がたまにいますので、そこは誤解のないように資料

をつくっていただきたいと思っております。 

 以上でございます。 

 

○大杉座長 ちょっと感想めいたことを申しますと、印鑑を廃止するというよ

りは、従来のやり方と新しいかなり便利なやり方の選択ということですね。年

配の方と言うと語弊があるのかもしれないのですけれども、デジタルに強くな

い方にキャッチアップを義務づけることが難しい部分もあろうかと思います。 
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 そういう意味では、どちらに対する配慮も必要だということで、中身的には

きょうの法務省のものは両にらみだったと思いますけれども、閣議決定との関

係ではデジタルファースト的な書き方もあるのかもしれなません。中身につい

ては大きな齟齬はないと思うのですが、もうちょっと本質的ないし技術的なと

ころ、例えば電子契約書の場合にどの程度の安全水準を念頭に置いて利便性を

追求していくかということについて、いろいろな意見をSNSなどで見かけること

が多くなっております。電子契約書の議論が登記に直結するわけではないかも

しれませんけれども、従来の署名とか捺印をそのまま電子に持ってくるという

のではなくて、取引実務で合理的で、かつ利便性の高いというようなことを追

求すべきという点では、恐らく大きな異論はないのだろうと思います。 

 例えば、先ほど法務省の８ページで、インストールが必要となるソフトウエ

アの更新頻度を小さくするか、あるいはそもそもインストール不要にできるか

というような点につきまして、本日、内閣官房IT室からそのあたりに詳しい方

にも御出席いただいていますので、もしよろしければコメントとか御意見をい

ただければと思います。 

 

○満塩内閣官房IT室政府CIO補佐官 政府CIO補佐官の満塩でございます。よろ

しくお願いいたします。 

 御指摘のところは、まさに法務省に取り組んでいただきたいところでござい

ます。少し個別の御指摘をしたいと思いますが、まずは印鑑と電子証明書の違

いで大きなところは、資料のスライド４にもございましたが、更新をしなけれ

ばいけないというところがかなり違うということでございます。印鑑は一度つ

くると基本的にはずっと使うということですが、電子証明書は有効期限がござ

いますので、更新という概念を考える必要がございます。そうすると、今、お

話がありました登記官の電子証明書の更新の話ですが、民間では、例えば電子

証明書の階層化という概念もございますので、そういったところも御研究いた

だきながら、民間のほうでは継続的に使えるような形でやっておりますので、

御研究をしていただくのがいいのかなと思っております。 

 あとはスライド９で御指摘がありましたオンラインでの発行も、今、法務省

も共管となっていますが、電子署名法の関係でも、マイナンバーカードを使っ

たオンライン発行を民間の電子証明書の発行でも検討はされているという理解

をしておりますので、そういったところと連携をとりながら検討するというこ

とが重要です。 

 一点だけ御指摘というかお願いがございますのは、委員長からもお話があり

ましたが、PDFというお話がございましたが、私は余りPDFにこだわらないほう

がいいと思っておりまして、というのは、よくPDFの形式でスキャンしたものに



13 

 

対しての電子署名が一般的な方から見ると重要によく思われるのですが、どち

らかというと、現在では、まさに機械可読なデータに対して電子署名をする。

もちろんPDFでもできるのですが、そういったところを重要視しています。です

から、利用システムとしては、PDFだけではなく、電子契約というお話がござい

ましたが、電子契約になるとPDFとはまた違った形式とかになりますので、利用

システムの範疇を広げて検討していただいたほうが、多くのシーンで使ってい

ただけるかなと思いますので、そこを御検討いただきたいということ。 

 あと、お願いは、宮内委員からも御指摘があったとおり、制度というよりは

デファクトスタンダードとか業界標準だとか、そういった世界との整合性の確

保が重要ですので、技術者とか民間サービスとの議論を進めていただきたいと

思っております。 

 私からは、以上でございます。 

 

○大杉座長 先ほど御説明いただいた最初の部分に出てきた階層化という言葉

について、少し補足していただけませんか。 

 

○満塩内閣官房IT室政府CIO補佐官 ちょっと私の理解不足があったら申しわ

けないのですけれども、登記官の電子証明書がそれぞれ毎年更新されていると

理解しております。階層化とは、上位の電子証明書を通常つくっておりまして、

そこから下位の電子証明書と連携させるということです。そうすると、特に下

位に位置づけられる登記官の証明書は、例えば毎年更新しても構わず、上位の

電子証明書はセキュリティー的にかなり強固なものを使いまして、10年使い続

けるようにすることが一般的によくあることでございます。そうすると、上位

の電子証明書を、８ページの右側にございますが、ソフトウエアのデフォルト

としてずっと維持し続ければ、下位の電子証明書は自動的に更新されるため、

そんなに問題は大きく起こりません。このようなやり方は民間でもやっており、

そういったものが私のイメージでございます。このような方法でマッチするか

は完全に整合性をとっていませんが、そういった研究が必要かなと思っており

ます。 

 

○大杉座長 松井さんのほうから御意見、御質問ないし感想は現時点でござい

ますか。 

 

○松井法務省民事局商事課長 ありがとうございます。専門的な御知見をお伺

いできて本当にうれしく思います。我々も政府内部でいろいろ御相談させてい

ただき、また、技術者とも相談しながら、できる限り早く対応してまいりたい
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と思っておりますので、今後ともどうぞよろしくお願いいたします。 

 

○大杉座長 宮内委員、お願いします。 

 

○宮内委員 先ほど電子契約でどうするかという話が少しあったかと思うので

すけれども、実際の電子契約に当たっては商業登記の証明書だけを使っている

わけではないのですね。民間で発行したものも必要に応じて使っていて、いわ

ば契約の重要性とか、そういうものに鑑みて、最も重要なものにはこういった

商業登記のものを使っていく。そうではないものには、例えば支社長ですとか

部長ですとか、そういう人の権限でやるものは、また民間のほうで使っていく

ものもたくさんあるのですけれども、そういう証明書を発行するときの基盤と

して商業登記の証明書がある。これに基づいてそういった下位の証明書を発行

するということも、実際にいろいろと民間で行われている次第ですので、そう

いう意味でも、これは非常に重要なポイントになっていると考えております。 

 先ほどの階層化の話ですけれども、言ってみると親証明書があって、その証

明書に基づいて、１年あるいは２年有効な子証明書みたいなものを発行する。

その子証明書に基づいて、エンドエンティティといいますか、個々の会社の証

明書を発行するという方法なので、このようにしておくと、中間的なものは随

時変わっていても、トップのものはなかなか変わらない。組織面としては非常

に便利だということだと理解しております。この辺はぜひいろいろと御研究さ

れて、国民一般が使いやすいようなものを目指していっていただきたいと考え

ています。 

 以上です。 

 

○大杉座長 ありがとうございます。 

 関委員、大久保委員の順でお願いします。 

 

○関委員 ありがとうございます。前向きな御検討をありがとうございます。

幾つか意見と質問がありまして、主に意見かな。１つ目は、法改正を平成31年

度にやるという御説明でしたが、システム改修ができないと結局使えないとい

うことになりますので、それについてもぜひスケジュールを明確に、もちろん

早いスケジュールでということなのですが、明確にした上でこれを進めていた

だきたいと思います。これが１点目でございます。 

 ２点目については、今、使い勝手向上について御検討すると御説明がござい

ました。ぜひお願いしたいと思います。コストの面、利用の利便性の面、そう

いった面について、目標も明確に決めつつ議論を進めていただきたいと思いま



15 

 

す。 

 ３点目でございます。使い勝手の中に入るという形で整理されているのです

が、オンライン発行請求です。これにつきましても、不要にできないかという

ことではなくて、ぜひ不要にするという方向での検討を進めていただきたいと

思います。 

 以上でございます。 

 

○大久保委員 方向としてはとても素晴らしいと思います。どんどん進めてい

ただければと思いますが、申し上げたい点が２つあります。 

 

１つは自分自身の経験で、印鑑登録証明書はいろいろなところで本人確認の手

段として使われていると思いますが、多くの場合、有効期限が３カ月以内なの

です。実際に自分などもそうでしたが、毎回色々なところで求められるのです

が、取得に行くのは大変なので、まとめて取得するのです。そのため、450円と

言いながら、５枚ぐらいとっておくのです。最初は、今回、調べていただいた

12ステップの中で６回、たしか登記簿では６回とか、印鑑証明も一緒にとって

おくとか、大概、ちょっと多目にとります。そうなると、３カ月の期限が切れ

て無駄になるということもよく起こります。ただ、時間をかけて、再度取りに

行く時間コスト、特に開業や開店、立ち上げの準備に追われている起業家にと

っては、貴重なものですが、そちらのほうが高くつくので、結果的に多めにと

ってしまうということがあります。450円よりも実質的なコストは、多めにかか

っていますということはお伝えしたいです。 

 ２点目が、議論が利便性の話だけになりがちなのですけれども、電子化が進

むと世の中の信頼性がより上がるのではないかと思っています。 

 

電子化が進むと、信頼性が落ちるのではないかという古い感覚にとらわれた議

論になりがちなのです。世の中にはいろいろな電子契約のシステムなども普及

していますのでうまく使えば大丈夫かなというのはあります。 

ここで考え頂きたいのが、先ほどの話で、印鑑登録証明書は３カ月以内なので

す。３カ月前にとった本人確認書類はどれだけ有効性があるのだということが

あります。つまり、現状は、実は３カ月以内の段階で、例えばきのう登記の内

容を変えてしまいましたというと、それで通ってしまうということですね。 

多分、証明できてしまうということなので、今の本人確認のシステムも実は万

全ではないどころか物理的な成約があるがゆえに情報の新しさに限界があり、

必ずしも万全ではないのです。 

とかく新しいものですと、本当に大丈夫なのか、という議論になり、その検証



16 

 

をしっかりやっていくのはとても重要なことなのですが、今のシステムにおい

ても、３カ月の間の変更に対応できないのですから、皆さんが思っているより

穴があるのではないかというのはあります。 

ただ、今まで、それでも良しとして世の中はそれで動いてきているというのは

あるのですが、それも実は絶対的な正確性があるわけではないのですよという

ことを申し上げたいと思います。つまり今の段階でも意外に弱点があるという

ことを新しいものを導入する際に比較して欲しいということです。 

 

 もう一個がいろいろな民間のサービスなどで、本人確認の際に、本人に確認

の精度を上げたいのだけれども、さすがに印鑑証明と登記簿謄本等を出させる

のは無用な負担をかけ過ぎるというので求めないケースがあるのですが、電子

化が普及して利便性が上がってくると、割と今まで省略していた本人確認を、

必要であれば、都度求めることが現実的になり、本人確認をしっかりとるサー

ビスがふえると思うのです。 

その結果、何が起こるかというと、世の中の透明性が上がると思います。つま

り今の電子化や口座開設の議論の根底には、利便性や起業促進の観点で促進し

ようという観点と、マネロン対策や犯罪の防止で慎重にという観点があるよう

に思いますが、電子化が進むと、今起こっている問題や犯罪の抑え込みにつな

がるのではないか、つまり、透明化が進むことで、利便性も上がりながら、犯

罪をしにくくなる社会になるのではないかと思います。透明性、犯罪の撲滅、

利便性の向上といったものが、いろいろな課題があるにしても、電子化を進め

ることによってより進むのかなと。そんな印象を持っております。 

 私からは以上です。 

 

○大杉座長 お願いします。 

 

○松井法務省民事局商事課長 御指摘ありがとうございました。 

 まず、関委員から、法令改正だけではなくシステム改修についてもスケジュ

ールをしっかり考えよというお話をいただきました。確かにこの検討会が来月

末までというのではちょっと難しいわけですけれども、今後、法令の改正案を

検討し、また、必要な予算要求をしていかなければならないということでござ

いますので、そのタイミングではしっかりと政府内部でも情報を共有しながら

スケジュールを立てて取り組んでまいりたいと思っております。 

 また、このペーパーでは、商業登記電子証明書のオンライン発行請求の仕組

みの創設により、登記所に赴くことを不要にできないかと９ページに書いてご

ざいますけれども、これは基本的に実施する方向で考えております。といいま
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すのも、設立の登記をオンライン申請でするときに、あわせて商業登記電子証

明書もオンラインで発行請求をするということにしないと、使い勝手が非常に

悪いだろうと思っておりますので、関委員の御指摘のとおり、実施する方向で

検討したいと申し上げさせていただきたいと思います。 

 大久保委員がおっしゃった中で、現在、印鑑証明書の有効期限を３カ月とす

る役所が多いというのは御指摘のとおりだろうと思います。それは我々から見

ても、その３カ月の中でどのような役員変更があったのかということが反映さ

れておりませんので、正確性にある程度の難があるというのは、同感でござい

ます。この点、商業登記電子証明書であれば、まさにリアルタイムで役員の動

向などが分かるので、より利用していくべきだろうと思っておりますし、さま

ざまな取引の中においても、商業登記電子証明書がリアルタイムの信用性があ

るのだということを皆様に御認識いただければと思う次第でございます。 

 

○宮内委員 今の点について、ちょっと補足させていただきたいのですけれど

も、すごく短く済みますので。 

 

○大杉座長 宮内委員、関委員でちょっと手短にお願いします。 

 

○宮内委員 今のリアルタイムでというお話はそのとおりで、電子証明書の場

合には、仕組みとして、この電子証明書が現在有効かどうかを発行主体に確認

する電子的な方法がありまして、基本的にはそれを必ず確認して、証明つきの

ものを受理するという形になっているので、証明書自体は３カ月以上前であっ

ても、現時点でその状態が正しいかということをリアルタイムで確認できる。

そういう仕組みだと理解しております。 

 以上です。 

 

○大杉座長 ありがとうございます。 

 関委員。 

 

○関委員 システム改修のスケジュールについては、今後、検討されるという

ような御説明でしたけれども、結局それが完了しないと使えないということで

すので、ぜひ報告書の取りまとめに当たって、それも何らかの形で明確にして

いただきたいというのが御要望でございます。あと１カ月でございますので。 

 

○大杉座長 お願いします。 
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○川村日本経済再生総合事務局参事官 閣議決定で具体策と工程について成案

を得るということになっておりまして、書けること、書けないことが多々あろ

うかと思いますが、今、私どもが受けている要請は、全体の方向性としまして、

可能な限り具体的に期限を切って物事を定めていくということが求められてお

りまして、その中で最大限どこまでできるかということを、事務局、政府内で

調整を進めさせていただいて、関委員の御趣旨に沿ったものに可能な限りなる

ように、継続して、あと１カ月ありますので、その範囲でやれることをやって

まいりたいと思います。 

 

○関委員 ありがとうございます。よろしくお願いいたします。 

 

○大杉座長 具体的な部分は、府省間の調整という部分があると思うのですけ

れども、もし利便性の高いシステムができ上がりますと、企業のほうもなるべ

くデジタルのほうを使って、適時性に欠ける古い印鑑登録ではないほうに移行

していくことを推奨していくということについては、こちら側に座っている委

員は、私も含めてですけれども、そういうことを何か呼びかけ、あるいは啓発、

啓蒙していくべき責務を負っている側だと思っております。少し戻りまして、

テクニカルな話を私が理解していないから、この場をお借りしてということな

のですが、IT室の満塩様、先ほど電子証明の世界でPDFにこだわるべきではない

とおっしゃっていた点について、もう少し補足いただけませんか。 

 

○満塩内閣官房IT室政府CIO補佐官 わかりました。PDFは先ほどからAdobe社と

いうお話が出ていますが、PDF読み取りソフトは別にAdobe社だけではありませ

んというのも一つございます。また、機械可読の電子契約は専門的な言葉にな

りますが、XMLといった形式を使っておりますので、まさに機械可読なデータと

して、XMLがどういうフォーマットになっているかというのは、それぞれの電子

契約や入札システムだとかによって異なりますので、そういったところを対象

として考えていただきたいということになります。 

 

○大杉座長 ありがとうございます。 

 ここまで印鑑届出の義務の廃止の話でしたけれども、関連して御意見、御質

問、御発言はございますでしょうか。いかがでしょうか。 

 それでは、次の議題に移るということで、登記の24時間以内の処理の実現及

び世界最高水準の適正迅速処理を目指した業務の徹底的な電子化という点につ

いて、まずは法務省から具体策と工程についての御説明をいただきます。その

後、自由討議をさせていただきたいと思いますので、まずは松井さんからよろ
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しくお願いいたします。 

 

○松井法務省民事局商事課長 まず、２ページの目次を御覧ください。全体と

しては、登記申請の処理の現状を申し上げた上で、取組の例を２つ書いており

ます。また、既に取り組み中の次期登記情報システムにおける業務効率化施策

についても御紹介した上で、まとめを書いております。 

 ３ページの登記申請の処理の現状ですけれども、この検討会でも随分御紹介

させていただきましたが、登記手続の流れは受付、調査、記入、校合という流

れになっておりまして、資料に記載してあるような作業を行っているところで

ございます。 

 この検討会とは別に、規制改革推進会議行政手続部会でも、登記に要するコ

ストを計測するということになっておりましたので、昨年秋、10月２日に設立

登記について６つの登記所で計測をしたところ、ブルーの欄のような結果が出

ました。要は、補正率が16.5％で、登記所の作業時間としては4.7日程度かかっ

ているということでございます。赤の矢印で書いておりますように、迅速処理

の阻害要因としては、登記申請書に不備がある、添付書面に不備があるという

補正事件の存在が大きいということが明らかになっておりまして、処理の長期

化を数字上も示しているということでございます。 

 次に、４ページですが、ケーススタディーとして、機関設計のシンプルな会

社、発起設立の株式会社で、現物出資がない、取締役会も置かないという非常

に簡易な機関設計の場合にどのような審査をしているかを書いたものでござい

ます。添付書類としては、定款以下、資料に記載したとおりであり、それに対

する登記官の審査項目としては、ここに記載のとおりでございます。これらの

ほかに、株式会社の設立にはさまざまな形態、例えば取締役会を置くとか、株

式譲渡制限の規定を置くとかによって、さらに複雑になっているというところ

でございます。 

 次の５ページでは、登記の処理が複雑になる要因を書いておりますが、機関

設計が複雑になることなどによって、添付書面が増えるとともに、その適法性

を審査する必要が増してきて、処理が複雑化するということを書いています。

設立時会計監査人を置いた場合には、その選任と就任承諾に関する書面のほか、

公認会計士協会の資格証明書なども必要となります。現物出資が行われた場合

には、検査役などの調査報告書を必要としたり、有価証券の市場価格を証する

書面や弁護士の証明を証する書面の添付を求めておりますので、その中身をチ

ェックする手間暇がかかっているということです。 

 次に６ページですが、補正事例の中身としましては、赤字で書きましたよう

に「登記すべき事項」の記載誤りと添付書面の遺漏、この２つでおよそ半数以
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上を占めておりますので、これらを減らすことが必要になってまいります。申

請書の記載誤りは、ここに書いてあるように「登記すべき事項」をコンピュー

ターで取り込むための入力ルール、後に申し上げますが、かぎ括弧を付して入

力するというような一定のルールがあるわけですが、そこを把握していらっし

ゃらない。また、機関設計に応じて「登記すべき事項」が変わってくるわけで

すが、それを把握していらっしゃらない。申請人の表示を複数の箇所に書いて

いるわけですが、その転記をミスしたというようなものもございます。添付書

面としましても、機関設計によって必要になるものを把握していないなどがご

ざいます。 

 そこで、７ページ以降は取組について記載しておりますが、まず、申請書を

正しく作成するということについて、解決策として、申請書情報の作成支援機

能を設けたいと考えております。申請書情報には、冒頭にその会社の商号・本

店、代表者の氏名・住所のほかに「登記すべき事項」を記録する必要がありま

すが、シンプルな会社を対象として、次のような作成支援機能を作りたいと思

っております。一つが選択した会社の類型に応じて必須項目を自動的に設ける

という機能。もう一つが、一旦入力された事項が自動的に転記されるようにす

るという機能でございます。 

 具体的なイメージをお持ちいただくために、８ページ、９ページに書いてい

ます。８ページが今の「登記すべき事項」の入力の方法で、左側の小さな字で

書いてある部分をテキストデータで入力していただくというのが現状でござい

ます。誤りの例としては、右に書いておりますように「商号」とある部分のか

ぎ括弧の入力を忘れるとか、選択した会社類型に応じた必須の項目が欠けてい

るとか、登記申請書の申請人の商号や本店、代表者の名前と、９ページの「商

号」の後ろにある会社の商号や本店、代表者の名前とがそごしているというよ

うなことがございます。 

 そこで、開発イメージとしては、９ページにありますように、まずは選択し

た会社類型に応じて赤字部分を自動作成しまして、このような定型的なデータ

入力画面を法務省で用意した上で、申請人に入力してもらえば、ここを間違え

ることはないだろうということでございます。青字部分については、商号・本

店、代表者ですので、登記申請書の冒頭に同じことを書いているということに

なっていますから、それを自動転記すればよいということになります。同じ情

報を２度書かせる必要はないという、規制改革行政手続部会でもよく言われて

いるところでございます。このようにいたしますと、入力誤りの大幅な減少を

期待できることのほかに、入力部分の正確性について、登記官の審査自体も非

常に省力化でき、迅速な処理が期待できるのではないかと考えております。 

 次に、10ページですが、添付書面の遺漏防止についてでございます。解決策
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に書いてございますように、添付書面情報に遺漏がないかを申請前に確認でき

る機能を開発しようと思っております。また、その開発前においても、まずは

簡易なものとして、案内用のホームページを作りまして、このような添付書面

が必要だということをより明確に、利用者に分かるようにしていきたいと思っ

ております。 

 11ページに開発イメージを記載しておりますが、登記の申請にあっては、申

請書情報に加えて添付書面情報を添付する必要がありますが、例としては、取

締役会を設置しない発起設立について、申請人にチェックをしていただいた上

で申請が行われるようにするということを考えています。そうすると、申請人

側でこの書面が必要かどうかをしっかりと認識していただいて、御自身が持っ

ていなければ、そこで欠けていたということが分かるという仕組みになってい

ます。これによって、添付書面情報の添付遺漏が大幅に減少することが期待さ

れるところでございます。 

 次に12ページですが、このような取組に加えて、今、行っております登記情

報システムの更改作業においては、赤枠で囲んだような業務効率化施策を実施

する予定でございます。まずは受付登録を自動化する。そのために、二次元バ

ーコードの活用をするということです。また、同一の本店所在場所で同一の商

号の会社を作ることはできないわけでございますが、これについて登記の申請

があったときに、既にそのような会社があるか、ないかをシステム上で自動検

索を行う。登記官の目検による審査を不要にするということでございます。申

請書情報と登記情報を自動突合することによって、今の登記の情報から見てあ

り得ないような登記申請がある場合には、自動的にそれをはじくような仕組み

を考えたいと思っております。また、申請書情報を使って登記簿に書き込む。

これをより簡素化できるようにするということも考えているところでございま

す。 

 これらの取組によって、まとめが13ページになりますが、オンラインによる

法人設立登記の24時間以内の処理の実現と世界最高水準の適正迅速処理を目指

した業務の徹底的な電子化の実現に向けて、赤枠のようなことをやろうと思っ

ております。受付前としては、先ほど申し上げた「登記すべき事項」の作成支

援機能、添付書面情報の事前確認機能、受付登録の自動化などです。調査時に

おいては、商号調査の効率化や申請情報と登記情報の自動突合。記入に当たっ

ては、申請情報を使って簡易に記入ができるようにということでございます。

これらによって全体の処理時間を短縮するということを考えております。 

 しかし、これらの取組によっても、まだ目検による審査を要する場面がござ

いまして、それが青枠で囲った部分でございますが、この検討会でも申し上げ

たとおり、複数の添付書面の内容の適法性審査やその情報相互間の整合性審査、
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このようなものについては、機関設計が複雑だということもあり、人間が見て

いく必要があると考えております。もっとも、簡易な部分も程度的にはあろう

かと思いますので、今後の技術の進展や費用対効果を踏まえながら、登記官の

審査の省力化の範囲を見極めていきたいと思っております。 

 今後の予定でございますけれども、まず、登記情報システムの更改に当たっ

ての施策については、資料の12ページにもう一度お戻りいただきたいのですが、

平成30年度から実施予定で32年度中の稼働ということを今までも申し上げてお

りますので、この予定のとおりに進めたいと思っております。これに加えて、

新たに付け加えるシステム改修、具体的には申請者支援機能、中身としては「登

記すべき事項」の作成支援や添付書面情報の事前確認機能については、まだ予

算要求自体をしていないところでございますので、予算に関係する部署と相談

する必要もございますけれども、今後、平成31年度概算要求に計上し、31年度

中に開発し、31年度末にそれが実際に動き始めるということを目指して取り組

んでまいりたいと思っているところでございます。 

 私からは以上です。 

 

○大杉座長 どうもありがとうございました。 

 先ほどに続き、こちらも具体的な御提案をいただいたとともに、その前段階

として登記実務の現状について教えていただいて大変参考になりました。一点

だけ伺いますと、これは意地の悪い質問に聞こえてしまうのが私としても余り

本意ではないのですが、３ページに調査日として平成29年10月２日と書いてあ

りまして、これは月曜日だと思うのです。これが月曜日だということで、件数

とか日数とかのデータを見るときにイメージを持ちやすくなるというのが私の

主眼なのですけれども、月曜日はほかの曜日に比べて申請が多くなりがちなの

か、あるいは例えば金曜日のほうが多いという傾向があるのかということを、

もしわかればベースで結構なのですが、教えていただけませんか。 

 

○松井法務省民事局商事課長 私の聞いているところですと、曜日によってと

いうよりは、むしろ大安の日が多くなると聞いております。調査日を10月２日

にしましたのは、１年間を通じて見ますと、設立が多いのは４月の冒頭、６月

の冒頭と10月の冒頭となっていると聞いております。ことしは10月１日が週末

でございましたので、最初の月曜日、10月２日に設定したということでござい

ます。10月にした理由は、規制改革行政手続部会で基本計画を６月末に立てた

ところでございまして、本年度中にまずは計測をする必要があるということか

ら、その後、本年度中で一番設立登記が多くなりそうな10月２日を選んだとい

う経緯でございます。 
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 以上です。 

 

○大杉座長 ありがとうございます。 

 今、手帳で見ると、どうも友引のようですね。平均よりは多目かなというこ

とはあると思いますけれども、多いほうで議論するほうがいいと我々も思いま

すので、具体的な資料、データをどうもありがとうございました。 

 それでは、私のほうで先んじてしまいましたけれども、御出席の皆様からの

御意見、御質問をいただく自由討議の時間に移りたいと思います。時間が50分

ぐらいありますので、忌憚なくお願いいたしますが、いかがでしょうか。 

 杤原委員、お願いいたします。 

 

○杤原委員 丁寧な御説明をありがとうございます。一つは松井課長に御説明

いただいた資料の８、９ページでございますけれども、まさにこういった御提

案が、定款を作成するときに我々が頭に思い描いていたものでありまして、こ

ういった形で物理的に間違いが起きないようにすることが、定款を作成すると

きにも、標準定款という形でできるのではないかと考えていたわけであります。

ここまでできるのであれば、標準定款を提供することにより、物理的に間違い

を防ぐことができるのではないかと思います。これは感想でございます。 

 御質問でございますけれども、13ページになりますが、オンライン化につい

て前向きな御提案をいただいておりまして、評価をしてございます。IT化、オ

ンライン化を推し進めていきますと、いつでも、どこでも、必要なものを必要

なときにという社会になるということでして、地理的な制約を受けないという

ことになると思います。そうしますと、それぞれの管轄地域で勤務されている

法務局の登記官は、その地域で申請されてきているものだけを審査されると思

いますが、これだけIT化、オンライン化が進めば、バックヤードで情報連携が

できるのではないかと考えております。そこで質問なのですが、東京の法務局

と、例えば、島根や鳥取にある法務局では、当然配置されている人数も違うと

思いますが、時間内で処理できる量なのか、残業してまで処理されているのか、

法務局ごとの繁閑があると思いまして、もしそこで繁閑があるのであれば、配

置転換をしなくてもバックヤードでの情報連携で書類を回付して、手が空いて

いるほかの法務局の登記官にチェックをしていただいて、申請者に返していた

だくという業務の平準化の可能性が広がるのではないかと思っております。法

務局ごとに繁閑があるのかどうかということ、バックヤードで連携した処理に

よる業務の平準化の可能性があるのかないのかということ、それができないの

であれば、物理的にできない、あるいは法律的にできないといった、できない

理由を教えていただけるとありがたいと思います。 
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○大杉座長 お願いします。 

 

○松井法務省民事局商事課長 まず、登記所の繁閑について申し上げますと、

登記事件数自体で言えば当然全国でばらつきがありまして、東京や大阪は非常

に数が多くなっております。そのために、適切な時間内に登記事件を処理する

必要がございますので、必要な人員、登記官を配置しております。地方局にな

りますと、商業登記を担当する職員の数は少なくなるということになっており

ますが、いずれにしても、例えば東京法務局で登記申請をすると、現状ではそ

の登記は２日半程度後にでき上がっています。これは、法務局のホームページ

で登記完了予定日を公開しておりますので、誰でも確認ができます。したがっ

て、繁忙の東京法務局であるからといって、登記処理が地方局に比べて遅くな

っているという現状ではない。そのように適切に職員を配置しているというこ

とでございます。 

 バックヤードの連携の話をおっしゃいましたけれども、実際には、会社の登

記でも直接法務局に来て相談される方もいらっしゃいますし、会社以外の社会

福祉法人、NPO法人、さまざまな方々が法人としていらっしゃって、資格者代理

人を頼まない申請も往々にしてございます。そのような方に対するサービス業

務もあり、そのためにも職員としてはある程度それぞれの法務局において重要

な役割を担っていると考えているところでございます。 

 私からは以上でございます。 

 

○大杉座長 先ほどお話しいただいた前半は定款にも広げられないかというこ

とで、きょうは定款の認証の話は原則としてしないという整理でございますけ

れども、今、法務省からいただきました取り組みは定款にも広がり得るという

点はそうかなと思ったのですが、もしあれば、今のうちに一部でもお答えいた

だきますか。 

 

○松井法務省民事局商事課長 本日は議題ではないと聞いておりますので、控

えさせていただいたほうがよろしいかと思います。 

 

○大杉座長 もちろん御無理のない範囲でということで、それでは、ほかの点

につきまして、同じ点でも、皆様、関委員、お願いします。 

 

○関委員 こちらの件につきましても、前向きに御検討いただき、ありがとう

ございます。 
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 幾つか要望させていただきたいと思います。１つ目は、またこれにつきまし

ても、スケジュールについて、先ほど口頭で御説明がありましたが、可能な限

り報告書に作成支援機能のシステム開発のスケジュールについて記載いただく

ことを御検討いただければと思います。 

 ２点目ですけれども、登記審査の現場では、現状のオンライン申請の際には

一旦印刷してチェックしているというような話も聞きますので、実際の登記審

査の現場のプロセスの改善も含めて、今後、御検討いただければと思います。 

 それにも関連するのですけれども、登記簿への記録の際に文字のコードによ

っては記録がしづらいとか、そういう話も伺いますので、そういったものにつ

いても、これは登記所のシステムの改修の課題になるのかもしれないのですが、

御検討いただけるとありがたいと思います。 

 ４点目といたしましては、言わずもがななのですけれども、今回の法人登記、

法人設立登記のスピードアップは非常に重要ですし、ぜひ進めていただきたい

と思うのですが、逆にそれによって法人登記以外の登記事務が滞るようなこと

のないように、ぜひこれはこれで効率化を図るという方向で取り組んでいただ

ければと思います。 

 以上です。 

 

○大杉座長 松井さんからございますか。 

 

○松井法務省民事局商事課長 貴重な御意見として承りたいと思います。 

 

○大杉座長 村上委員、お願いいたします。 

 

○村上委員 いろいろ御検討いただいて、本当にありがとうございます。24時

間化と徹底的な業務の電子化はぜひ推進していただきたいと思いますし、我々

も御支援したいと思います。 

 ３つの意見と、ひとつ質問です。 

１点目の意見は、今、さまざまな会社設立支援のクラウドサービスが出てきて

います。ですから、今度の新しいシステムへの切りかえあるいはその後のさら

なるシステムの検討においては、民間のクラウドサービスとのAPI連携について

十分考慮していただきたいと思います。きちんとサービス事業者と情報交換を

して、技術的な課題が生じないようにしておくことが結果的に効率化につなが

ると思います。 

 ２つ目の意見は、受付前の自動チェックによって補正をなくすというのは非

常にいいことで、利用者にとっても負担が減るので、ぜひ推進すべきだと思い
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ます。ただ、これだけで本当に24時間化ができるのか。資料の３ページでも、

補正なしの場合でも4.4日かかっています。これをどのようにして24時間にする

のか。ここで提案されている内容は、仕組みを抜本的に変えず、できるところ

を電子化するというように見えます。これだと限界があるのではないでしょう

か。仮にオンライン申請を優先処理するとしても、本当に24時間を実現できる

のか、この資料からは読み取れません。さらなる検討・精査が必要だと思いま

す。 

 できるところから電子化するというのは、10年前だったらよかったのですが、

デジタルファーストを前提とした今回の取り組みでは、不十分ではないかと思

います。オールデジタルを前提に業務全体を見直して、その中では制度改正が

当然必要になると思いますので、制度改正もあわせてやっていかないといけな

い。だから、ぜひ既存業務の一部電子化ではなく、デジタルを前提に業務を全

体的・抜本的に見直すというアプローチをしていただきたい。 

 そこで質問ですが、この実現に向けて、今、想定される制度改正はどのよう

なものがあるか。もしわかっていたら教えていただきたいと思います。 

 以上です。 

 

○松井法務省民事局商事課長 こちらは先ほどの印鑑届出とは違いまして、特

段の制度改正はなくして迅速に予算要求などをしていくことによって実現でき

る課題と考えております。 

 

○村上委員 そこが不明確で、制度改正なしでやろうとするから、現状の手続

の部分電子化になってしまうのではないでしょうか。オールデジタルにすると、

紙を想定している手続の中にはそごが出てくるものがあると思います。まずは

オールデジタルにしたときに、どこに制度改正に絡むような課題が出てくるか

をピックアップしておいたほうがいいと思います。急ぐ余りに中途半端な電子

化をすると、結果的に不幸になるので、ぜひデジタルファーストという概念を

十分御理解いただいて、検討していただければと思います。そのあたりは内閣

官房のCIO補佐官などにも御協力いただくと、いいと思います。よろしくお願い

します。 

 

○大杉座長 はい。 

 

○松井法務省民事局商事課長 既に商業登記につきましては、平成16年以降オ

ンライン申請を可能としておりまして、制度面では印鑑届書を除いて完全オン

ラインで、デジタルファーストが可能となっております。ですので、今回、印
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鑑届書をデジタル化することによって、本当に全てがデジタル化するというこ

とになります。このように、制度面としては既に対応済みではございますが、

なかなかデジタルファーストとして全てが公的個人認証でという登記申請が少

ないというのも実際ではございます。今後は、そのあたりの普及促進に向けて、

我々もまた努めてまいりたいとは思っております。 

 

○大杉座長 根本委員、お願いします。 

 

○根本委員 村上委員と少し重なるのですが、恐らく意識の違いがあるように

思います。13ページにお示しいただいたような取り組み、こうした取り組みを

通じて法人設立登記を24時間以内に処理するというのは非常にすばらしいこと

なので、とにかく早く取り組んでいただきたいというのが前提になるのですが、

資料を一見したところ、仮に民間企業で同様の取り組みを実施しようとしたら、

受付から校合に至るまで、審査を全部機械にやらせて、システムがはじき出し

たものだけを登記官が審査するという形に当然なるはずです。そのような形で

効率化を一生懸命進めてきたわけでございまして、手順を踏んで業務を行うの

ですと言った途端に、手間と時間とコストが大幅にアップしてしまい、間に紙

が１枚でも入るとさらにひどいことになるのではないかと思っております。 

 申請者情報の作成支援機能をお示しいただきました。テキスト形式での入力

を前提としている理由がよくわからないのですが、審査側の支援システムと呼

んでいいのかどうかはよくわかりませんが、審査側でもオールデジタルの申請

はとにかくファスト・トラックに乗せて、最後の段階まで一気に行きますとい

う形でやると、もしかしたらファスト・トラックに乗った申請は24時間などと

言わずに、あっという間に登記が完了できる可能性もあるのではないかという

印象を持ちました。 

 既存の業務フローそのものはそのまま置いた形でデジタル化するのという話

と、デジタルに適合した業務フローに変えていただけませんかという話が少し

食い違っている感じがいたしましたので、ぜひ全体の効率性を上げる方向に進

んでいただけるとありがたいと思います。それから、期限もできるだけ短くし

ていただけるとありがたいと思います。 

 もう一点気になったのは、同じ13ページの「今後の検討」の中で御説明いた

だいたことです。人間よりも機械のほうが劣っていることが前提になっている

と思うのですが、添付書類等々も含めて全てデジタル化された中では、システ

ムからはじき出されるものがあるとは思うのですが、こうしたものを含めて限

定されたものだけを人間が審査する形に将来的には持っていっていただきたい

と思っております。 
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○大杉座長 何かございますか。 

 

○松井法務省民事局商事課長 昨年12月の閣議決定の「新しい経済政策パッケ

ージ」でも、世界最高水準の適正迅速処理と書かれているところでありまして、

法務省としては、商業登記の真実性を守るための適正処理は全く譲れないとこ

ろでございます。できる限りの効率化に努めたいとは思いますけれども、機械

によってはじくことが現実的に可能かどうか、このあたりの検証をしっかりし

なければならないというのが我々の立場でございます。機械によってはじくた

めには、人間がプログラムを作ってという話を前回の検討会でも差し上げまし

た。そのプログラムの作り方は、今いる人間が今の知識でしか作れないわけで

すが、グレーゾーンというのか、微妙なものが将来出てくることになります。

それが分からないままにそのようなグレーに気づかないまま登記申請を受理し

てしまうということになると、本来受理してはいけないような登記がどんどん

出てくることにもなりかねません。それが社会問題化するのは、どなたかが被

害を受けた後だと思っています。 

 ですので、我々はそのような社会被害を防ぐためにも、必要な審査をおろそ

かにすることはできないと考えております。もちろんこの青い部分に書いてあ

るとおり、費用対効果を踏まえつつ考えてはいきますけれども、そのような点

があることについては御理解を賜りたいと思います。 

 

○根本委員 今の御説明だと、私どもなのか私なのかはわかりませんが、余り

納得感は得られないと思っております。御指摘いただいた資料の３ページでは、

株式会社設立登記の全体件数260に対して補正件数は43となっておりますが、補

正事例を見ますと、ほとんどが機械の審査ではじくことができるものであり、

そのままでは登記の申請すら行われないような形に本来はなるべきものであろ

うと思います。そうすると、この43件を見るよりも、補正なしで登記が完了し

たもののなかで、登記官が判断に苦慮した案件、グレーゾーンの申請がどれぐ

らいあるのかを見るべきかと思います。 

 現在の考え方で、機械判読の場合にはグレーゾーンになる申請を通してしま

うことが起こり得るという御説明であったかと思いますが、それは怪しいとい

うか、不分明な部分があるものについては人間の審査に委ねるというようなプ

ログラムを組んでおけばいいだけの話ですので、審査するものが大幅にそこで

減らせるのではないかということを先ほど申し上げました。とにかく受付から

校合に至る手順が現行のままですという、これが真正性を確保する手順ですと

いう御説明であるとすれば、それは許容されないのではないかと思っておりま
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す。 

 

○大杉座長 何かございますか。 

 

○松井法務省民事局商事課長 この検討会でも、特許庁のほうからも自動審査

をどの程度やっていらっしゃるかという話がありましたし、民間有識者の方か

らもお話がありましたが、添付書面相互間の整合性審査をやっていらっしゃっ

ていないということは、この場で明らかにされたところです。ですので、機械

で全部という趣旨のお話をされましたが、これは現時点では難しいと考えてお

ります。 

 

○大杉座長 宮内委員、どうぞ。 

 

○宮内委員 今、御説明されたことにも関連するのですが、13ページの整合性

審査、適合性審査で、こういうものをやるためには、添付書類がどのぐらい真

にmachine-readableになっているか。こういうことに密接に関係してくると思

っております。今、ここの御提案の中では「登記すべき事項」については、完

全にそういうmachine-readableでチェックできるということですけれども、こ

ういうことを添付書面についても順次進めていく必要があるのではないかと私

は考えております。そのようにすれば、添付書類の内容の適合性審査ですとか

整合性チェック、こういうものも自動化に向けてどんどん進めていくことは可

能だと思っているのです。こういった添付書面を真にmachine-readableにする。

そのような点について、御検討のほどはいかがでしょうか。 

 

○松井法務省民事局商事課長 登記の申請書情報は登記のためだけに作るもの

でございますので、一定の類型を決めるのがやりやすいところでございますが、

登記の添付書面は登記の申請のだけのために作るわけではなくて、例えば株主

総会議事録、取締役会議事録は、会社内部で保存し、証拠を残すために作って

いるところでございます。その作り方は法務省が押し付けるものではなく、各

会社が作られる、もしくは一定のルールを経済界で作られるということもある

のかもしれませんが、そのようなところでございます。また、弁護士法人、NPO

法人、さまざまな法人で議事録を作られていると思います。ですので、そのよ

うに商業登記法ではないさまざまな法令において議事録を作るという要請にな

っている中で、その仕様の統一は、我々としてはなかなか難しいところがあり

ますが、今後、そうなることを期待はしたいと思います。 
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○宮内委員 もう一点よろしいですか。11ページに、例えば開発イメージとい

うところで、こういった添付書類をチェックするということでございますね。

例えばここに書かれている設立時取締役の就任承諾書ですとか、こういうもの

はフォーマットを決めるのが難しくないのではないかと思っているわけです。

ですから、何もかもフォーマットを決めてmachine-readableにしろというのは

無理だというのは全くおっしゃるとおりだと思いますけれども、できるものも

結構あるのではないかと思っていまして、中でも類型的によく出てくるものに

ついてはmachine-readableにすることによって、全体のチェックの手間も著し

く減少するのではないかと思っていますので、こういうところを検討していた

だきたいと思います。 

 

○大杉座長 村上委員、お願いします。 

 

○村上委員 今の関係で１点教えていただきたいのですが、議事録の様式がば

らばらというのはそのとおりだと思いますが、調査時に議事録の何を確認して

いるのかがわかると、デジタル化の可能性が検討できると思うので、それを教

えていただけますか。 

 

○松井法務省民事局商事課長 まず、議事録については、署名者がしっかり署

名をしているかということを確認した上で、その中身の議案について、特別決

議か普通決議かによっても異なりますけれども、その内容が適切に決議されて

いるかどうか。それが登記事項と直結するような形の決議、例えば役員の就任

の登記であれば役員の選任決議があり、別途就任承諾も必要ですので、それは

議事録に載っている場合もあれば、議事録に載っていなくて、別途役員の就任

承諾書を添付する場合もございます。おおむねそのようなことだろうと思いま

す。 

 

○村上委員 ありがとうございます。今のことが確認できるような記載方法の

フォーマットを例えば民間のクラウド会社が用意して、それで添付書類のかわ

りに情報をつけて出せば、チェックはできるということでよろしいですか。 

 

○松井法務省民事局商事課長 理念的にはできると思います。一つ問題なのは、

さまざまな議案がありますので、そこをどうやってうまく酌み取っていくか。

そこは私にもちょっと分かりませんが、株主総会で決めるべき事柄は、大杉先

生が一番お詳しいと思いますが、非常にたくさんありますし、特に定款の定め

によってある事項が株主総会で決めるのか、取締役会で決めるのか、そこがず
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れてくることもたくさんございますので、そのあたりの複数の添付書面間の相

互のチェックは、そういう点を見ることにもなろうかと思います。 

 

○村上委員 ありがとうございます。そうであれば、設立時に確認すべき事項

の議案かどうかとか、そのあたりが明確に書き分けられていればいいというこ

とですね。自由フォーマットで書かれている場合は人がチェックしてもいいけ

れども、規定フォーマットで書かれていて機械がある程度チェックできる場合

は、エラーを除いて機械がある程度確認するということも可能ということです

ね。要は、フォーマットに合わせて書けば可能性はあるということでよろしい

ですか。 

 

○松井法務省民事局商事課長 でき上がりに応じて、また検討させていただき

たいと思います。 

 

○大杉座長 論理的にはいろいろなつくり方があり得るのですけれども、ほと

んどITでやってしまうという部分と、ある程度人の目を通すことが必要となる

部分とを、かなり早い段階で振り分けるときに、11ページのような非常に単純

な会社設立の場合ですと、議事録は出てこないわけですね。要するに、発起設

立と募集設立があって、発起設立は発起人だけなので創立総会、株主総会のよ

うなものはないですし、また、取締役会設置会社でもないという前提であれば、

取締役会に相当するようなものが設立登記段階で行われることもなく、11ペー

ジで言うと③の後ろの発起人全員の同意とか⑥の後ろの発起人過半数の同意と

いうような点が問題になってくるのですが、恐らく多くの会社の設立において

は、後ろの附則のところに全部書いてしまって、今の言葉で言うと、全発起人

が署名、捺印することで済ませてしまう。もちろん、就任承諾書は別途必要で

すが、これは非常に単純な書類なので、会議体の議事録みたいなものが出てこ

ないような設立形態は、件数で言うと、あるいは比率で言うと結構高いのかな

という印象を持っています。もちろん人の目の確認が必要なものも一定比率あ

ろうかと思います。 

 ちょっと私がしゃべってしまうのですけれども、IT室の満塩さんにもしよろ

しければ教えていただきたいのですが、本日、法務省からいただいた資料の９

ページとか11ページが開発イメージとなっています。つまり、９ページが、も

とは７ページですけれども、申請書の情報についての作成支援、11ページのあ

たりについて、IT化とかウエブ化をするという観点から、問題提起とか御知見

をいただけませんでしょうか。 
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○満塩内閣官房IT室政府CIO補佐官 了解しました。今、御指摘のあった９ペー

ジ、11ページは、私の言い方になるかもしれませんが、予防的対策といいます

か、まずは入力時の予防的な対策としてやっていらっしゃることだと思います。

ぜひここは進めるべきですし、このあたりの技術も進んできているということ

は理解しております。 

 あとは若干、我々はデジタルファーストというか、100％デジタル化の中で申

し上げていますのが、今も御指摘がありました添付書類をなくすということは

すごく重要なことであって、そこを機械可読にするということが重要です。そ

うすると、まさにAPIとか、API連携という話も出てきます。APIの検討プロセス

論としてですが、誰かがAPIを決めましたということは多分無理だと思います。

APIについては、各業界とか、いろいろなところと話し合いというか、取り決め

を決めていかなければいけないので、法務省が決めましたということではなく、

先ほどの電子証明書の話と同じですが、各業界と調整を図っていただかなけれ

ばいけないというのが、ほかのAPIの検討においても全て発生しております。 

 そこはそういったものだということを御理解いただきたいということと、ま

た、一瞬だけ一般論になりますけれども、コンピューターは因果関係のあるこ

とは基本的には処理できると私は理解しております。要は、逆にできないこと

を申し上げると、イノベーティブなことというか、ゼロからの発想とか、不連

続な考え方みたいなことはできないのが、現在のコンピューターです。そうい

う意味では、ルールだとかノウハウがあるということは、因果関係に基づいて

行政手続はほぼやられていると思いますので、そういったところは、自動化が

可能だと思っているということで、法務省だけの議論ではなく、電子申請に関

しましては、後ろのところで審査の自動化が重要な課題だなと認識していると

いうことでございます。 

 グレーゾーンの話がございますが、グレーゾーンは、IT的に話すときには２

つにちゃんとわけて考えなければいけないと思っています。ホワイトリストと

ホワイトリスト以外という話と、ブラックリストとブラックリスト以外という

話で、実はこれは全く話が違います。きょうのお話でもそうですが、ブラック

リストを作って異常を発見するということは、私も難しいと思います。ただ、

ホワイトリストとホワイトリスト以外、要は、ホワイトリストを確認してそれ

以外を発見することは可能だと思います。セキュリティーなどのシステムです

と、ブラックリストとして異常を定義するということがございますが、多分、

こういった行政手続の中では、ブラックリストという異常をどうやって発見す

るかではなく、ホワイトリストとホワイトリスト以外のところをグレーゾーン

ですねというように発見する。その議論を明確にしたほうがよくて、グレーと

いうのがホワイトとブラックとグレーみたいになっていますが、ホワイトとホ
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ワイト以外が正確なIT的な定義だと思います。このように整理していくと、バ

ックヤードでの自動化という可能性を示唆できるのではないかと思っています。 

 以上でございます。 

 

○大杉座長 あと、最後の13ページの部分で、これまでの登記実務の、受付か

ら校合に至るまでの処理フローですね。ここで果たしている役割のこの部分に

ついてこういう処理を施してという説明がされていて、かなり具体的にやって

いただいたと思っているのですけれども、ITの目から見て、こういう業務フロ

ーの捉え方は、それはそれで合理的な話なのか、あるいは図の書き方とか、概

念が変わってくるというのは、その点はいかがでしょうか。 

 

○満塩内閣官房IT室政府CIO補佐官 多分、今、お話しのところは、例えば調査

工程の簡略化といったところだと思うのですけれども、ここは委員からの御指

摘もございましたが、人間の支援なのか、自動判別なのかということは全く違

うと思っています。要は、人間が一回確認操作をする、目検するということな

のか、それとも、瞬時に自動判断するということなのかということで変わって

くるということでございます。そういった意味では、そこでフローが変わると

いう可能性がありますし、あとは村上委員が御指摘のとおり、制度上の影響が

ある可能性はあると思っていますので、自動化で判断して問題なしということ

の範囲をちゃんと明示的に決めていくということが重要なのではないかと思い

ます。 

 

○大杉座長 どうもありがとうございました。 

 私が口を挟んで大変失礼いたしました。ほかにここまで特にお話しされてい

ない方から、石崎さん、お願いいたします。 

 

○石崎内閣府規制改革推進室参事官 規制改革推進室でありますけれども、

我々も商業登記ということで重点分野に位置づけまして、法務省にも基本計画

をつくっていただいて、先日、御議論をさせていただいたところであります。

こちらの会議とも連携していかなければならないと思っております。 

 ２点ほどありまして、１点目は、我々はこちらの会議と余りかぶらないよう

に、実質的には法人設立登記以外の登記のところを審議していまして、例えば

役員変更登記とか、目的変更登記。特に役員変更登記などは、法人設立登記が

10万に対して役員のほうが多分、50万件ぐらい。割と中小企業も含めて毎年登

記されている方が多いと思います。きょうお聞きした限りですと、登記所の中

をどれだけ自動化できるかというのは、役員変更登記のところも随分かかわっ
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てくるかなとは思いました。法人設立登記に比べると、添付書類などが割と定

型的で簡単なところもあるわけで、こちらの議論とも随分関連してくるのでは

ないかと思いました。 

 もう一点は、法務省からお出しいただいている資料を我々の会議にも提出い

ただいていまして、うちのほうには少し詳しく出していただいていて、例えば

設立登記の補正の表がありますけれども、我々がいただいているものですと、

資格者代理人と本人申請の場合で、オンラインの利用率のほうが、資格者代理

人のほうが190人いますが、オンライン件数が177件で92％。対して本人申請の

ほうが68件あってオンライン件数が０％なものですから、その原因がどの辺に

あるのか。要するに、士業の方がおやりになると、やっているところは非常に

オンライン化率が高い、利用率が高いのですけれども、事業者本人がやってい

るところが０％ということなので、これは使い勝手が悪いのか、あるいは先ほ

ど来ありましたAPI連携などでもう少し民間の使い勝手がよくて安価なソフト

が出ていくと、その辺のオンライン利用率が向上していくのか。我々の会議の

ほうでも、少し連携させて、議論させていただきたいと思います。 

 以上です。 

 

○大杉座長 本人申請の場合だと、やはり設立のためだけにわざわざやらない

ということなのでしょうね。 

 

○石崎内閣府規制改革推進室参事官 ただ、役員変更登記で見ても、これは恐

らく会社が毎年のようにやっておられると思うのですけれども、それでも、オ

ンライン利用率で言うと、全体の件数は896件で、資格者代理人が711、本人申

請185なのですが、こちらも資格者代理人のほうのオンライン利用率が81％なの

ですが、本人申請のところは１％。オンライン件数が２件しかないということ

なので、その辺はどのように考えていくのかというのはあると思います。 

 

○大杉座長 ありがとうございます。 

 大変参考になりました。 

 どうぞ、お願いします。 

 

○松井法務省民事局商事課長 今の御指摘の資格者代理人の場合に92％程度オ

ンライン申請があるのに対し、本人申請だと０％というのは、専ら公的個人認

証電子証明書を使った本人申請がないということだと思います。我々もPRをし

ておりますが、なかなか利用していただけていない。その代わりにむしろ登記

所の最寄りの窓口のところに来て、相談をしながら登記申請書を出していかれ
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る方が多い。このような現状だろうと思っています。 

 

○大杉座長 それでは、ここまでまだお話しされていない方があれば優先です

けれども、既に発言された方も含めて言い忘れたこととか、何でも。大久保委

員。 

 

○大久保委員 今のオンライン申請については、電子化の方向は大賛成だけれ

ども、今のシステムの現状だと、手間のほうが上回ってしまうという話かなと

いう実感です。これは方向は正しいけれども、ユーザー側から見た使い勝手の

完成度の話です。 

今 の 議 論 を 受 け て 、 手 続 を フ ォ ー マ ッ ト 化 し て 自 動 化 し て い く 。

machine-readableにしていくという方向を、これはぜひ進めていただきたいと

思います。 

先ほどのホワイトとホワイト以外、ブラックとブラック以外の話と、松井さん

がおっしゃっていたのはグレーゾーンは人で見ないと現実的に対応できないと

いう話だったと思います。あとは品質をちゃんと担保しなければいけないとい

うことだと思うのですが、恐らくホワイト、ホワイト以外みたいなものも明確

にしていって、人が見るべきところ、見るべき案件と見るべき時間で、根本さ

んもそういう趣旨でおっしゃったと思うのですが、そうしていくと、むしろ何

か品質は上がるのではないかと思います。 

 恐らく察するに、現場の方が物すごく書類の単純作業で忙殺されて、そうな

ると、見るべきところが見られないのではないかと。本来やるべき、人が見る

べき因果関係はどうだとか、悪い人ではないとか、人が審査する意味として、

いろいろなことを考えると思うのですが、これだけ時間がかかっているという

ことは、今は多分、それどころではない作業に時間をかなり費やしてしまって

いるのではないかという気もします。そういう意味で言うと、機械がやるべき

ものは機械にしていく。人がやるべきことは人がやっていく。 

今はAIの流れと、あとは労働人口がこれからどんどん全ての業界で減っていき

ますので、人がやることと、AI、機械がやるところを分けていくというのが、

世の中全体の大きな動きでしょうから、人と機械がやるところを分けていくと、

むしろ品質が上がるのではないかと思います。 

 ２点目が手数料です。話が広がってしまいますが、手数料が今、５万円。結

構金額がかかっている。今、ざっくり合計で25万とか30万ぐらい、株式会社を

つくるとコストがかかるというのは相場観としてあります。今は1円でも会社を

作れるものの、実際は1円で作る人はほとんどいませんので、多くの場合、手続

きコストより資本金の金額で入れるお金のほうがはるかに大きいですし、個人
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的な感想としても、会社を作って世の中で仕事をするためになにがしかかの税

金を国に払う。それは納得感があると思うのです。 

 ただ、これが審査そのもの、行政コスト、手続のコストとして５万円払うと

いう納得感が非常に低いのです。 

これはなぜ声が大きくなりにくいかというと、起業家の皆さん、多分、5万円が

手続きそのもののコストだと理解していないのです。起業家の方で、例えば定

款認証料で５万円かかっている。これは実は行政コストなのですという話をす

ると、結構怒ります。本当ですかみたいな話なのですが、ただ、それはほとん

どの人は理解しないで税金で、そんなものだろうということで払っている。 

それから、起業家は時間がないがゆえにそんな暇な、団結して騒ぐということ

がありませんので、前を向いて生き残らないといけないので、そういう声は上

がりにくい。なので、時間の問題もありますがコストもまた問題ということで

す。論点が広がりすぎて時間の短縮の方が進まないのは懸念されますが、ユー

ザーサイドの声としては挙げさせていただきます。 

 ３番目が、こういう書類の申請ですが、今、実質士業の方が代理でやるとい

うところで、士業の仕事になっていたりします。そこで、一定の仕事が生まれ

ていたり、専門家とそこで関わったりします。 

士業の方とか専門的なアドバイザーやコンサルタントは非常に有益と思います

し、どんどん使っていくべきだと思っているのです。 

恐らくこういう自動化の議論をしていくと、士業の方が、仕事がなくなるので

はないか、みたいな心配をされる方もいるのかなと思うのです。 

 

そこに関して言うと、今、事業所数はすごい勢いで減っていますね。400万事業

者を割ってしまっている。法人が減ると士業の先生も仕事が無くなるはずです。 

実際に、色々な起業家や司法書士の先生と話す機会がありますが、起業の登記

の初期の段階は、たいしたお金がないので、大きなお金は取れないのです。士

業の先生も対した手数料は取れなくて、実費か持ち出しみたいな感じでやって

いる方が多い。実際にうちと書士の先生の関係でもそうですが、起業時は安く

抑えてもらい、軌道に乗って、拡大していくと役員や資本金など登記変更が発

生します。そういうので、金額も上がって、それなりのお金を払う、そこで士

業の方も儲かるという構造だと思います。 

これから、例えば会社の数が物すごい勢いで減ります。なので大変な思いをし

て、事業を立ち上げて、会社を増やしてくれる起業家というのは、長期的な視

点で見て、社会にとっても士業にとっても、ありがたい存在だと思うのです。

将来に今を振り返って、なぜ起業の手続で、足を引っ張るようなことをしてと

いうのは言い過ぎですが、会社をもっとつくりやすくして、起業を支援するよ
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うにして、会社数を減らさないような、そういう動きをしなかったのだろうと

思うのかもしれません。 

 つまり、会社の設立なり創業直後の負担を減らして、会社の生存率を上げる。

会社数を減らさないようにしていくということが大事です。ここにおいては士

業の仕事は一見減りそうな印象もあるものの、結果的にちゃんとまともなお金

を払って依頼するというのは、ある程度そこから成長してきたところです。そ

この供給元が減ってしまうと大変な事ですので、業界全体や社会全体を長い目

で見ますと、士業の方も会社の設立が減ってしまうと困るのではないか。結局

定款をいろいろ変えたりとか、登記事項を変えたりとかいうところで成り立っ

ているのが現状だろうと思います。入り口を増やすのが賢い方法ではないかと

思います。入り口を増やすための議論を、士業の方が短期的に見て仕事が減る

のではというような心配されないか、というのは、私が懸念するところです。 

 以上、３点でございます。 

 

○大杉座長 認証手数料はきょうのテーマではないのですけれども、起業家か

ら見て高いというのはそうなのでしょうね。企業の１年死亡率、３年死亡率を

なるべく下げて、ちゃんと離陸できる企業をふやせば、士業も含めてパイが大

きくなるのではないかという点も含めての御指摘だったと思います。 

 随時松井さんからは御返答いただければと思いますけれども、どなたからで

も結構です。何かこの際にございませんでしょうか。 

 村上委員、お願いします。 

 

○村上委員 先ほどの松井さんのコメントの中でちょっと気になる点がありま

した。基本的な考え方として、根本さんからもありましたが、登記官の尊厳と

雇用を守りたいというお気持ちはわかるのですけれども、コンピューターが得

意なところ、人が得意なところをきちんと理解して、コンピューターにやらせ

るところはやらせるという方針をとったほうがいいと思います。人のほうが全

てにおいてコンピューターを上回っているということはないので、そこは現実

の技術や５年後、10年後の技術を見通して取り組んでいかないと、この分野だ

けデジタル化がおくれるということは避けたいと思います。 

 以上です。 

 

○大杉座長 お願いします。 

 

○川村日本経済再生総合事務局参事官 本日は、委員の方々から、私の印象と

しては厳しい御指摘をいただいたと理解しておりまして、本当にこれで24時間
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が達成できる蓋然性があると判断できないという御指摘と、この業務フロー、

現行の業務フローに基づいてIT化をするということは、ITとBPRというデジタル

ファーストの考え方にそもそも合致していないのではないか。その中に現行の

法制度やそういった背景があってひっかかっているのだったら、それも明らか

にして直していくべきではないかという御指摘をいただいたと思いますし、ま

た、松井課長からも、法務省だけでできることではないと。民間側も協力して、

あえて言うならば機械判読可能な形で提出いただけないと、100％デジタルは難

しいのだという御指摘もいただいたと思いますので、そこをどう解決策を具体

的に探していくかはとても大事なことであろうと理解いたしましたので、経済

界の皆様にも御協力をいただきながら、まさに実務としてどういうものをどう

いう形で用意すると、より24時間につながっていくのかという答えを具体的に

探していく必要があるのではないかと理解した次第でございます。 

 加えまして、満塩CIO補佐官からお話をいただいたホワイトリストとブラック

リストの考え方も極めて重要だと思いますし、それを明らかにする上では、抽

象論、一般論ではなくて、具体的にホワイトにできるところ、ブラックが残る

ところを場合分けして詰めて、クリスタルクリアにホワイトな世界で何がある

のかという形で、それを探していくところが何より大事なのだろうと。一般論、

抽象論ではなくて、具体的に潰していくという作業が、恐らくシステムの方が

プログラミングをする際に必ずやられている作業だと思いますので、その洗い

出しを、１カ月でやり切れるとは到底思えませんが、それをどういう段取りで

何をどこまでやるかを整理するのか、道筋を書くのか。これも重要な工程なの

だろうということで、残る期間で整理をしていく必要があるのではないかとい

うところでございます。 

 何より滞留時間といいますか、作業時間が4.4日補正でかかっているという中

で、これをどう１日に直していくかというところで、恐らく作業時間よりも滞

留している時間があって、その滞留時間をどう削減していくかは極めて大事で、

これがほかの登記と連動しているのであれば、あわせてその処理を考えていく

ということが大事なことだと思います。 

 話が長くなっていますが、働き方改革というところで言いますと、人手不足

のところがあって、まさに難しいところは、ベテランの方の人手が限られて処

理が難しいようなところを、いかにそういう人を使いながら、簡単なところは

機械に置きかえながら、最大限生産性を上げていくかは、民間で中小企業にお

いても、デジタルな世界で取り組まれているところでございますので、そこを

政府の手続の中においてもロジックなものはプログラミングできるという御指

摘もありましたので、可能なことを、やれることをどんどん積み上げていく。

それでできるだけ100％を目指すというのがデジタルファーストの趣旨だと思
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いますので、そういう意識を持ちながら、残る期間でやれることをやるという

ことを、事務局として関係者の御協力をいただきながら進めていきたいと思い

ます。 

 

○大杉座長 繰り返しになりますけれども、本日いただいた、平均で4.7日で、

補正なしで4.4日。しかし、補正がないと思われるような一般的なスムーズに進

むような登記申請作業で、以前、登記官が実際にやっている時間、実際という

のは書面を見たりとかそういう処理をしている時間は１時間前後ではないか、

というお話しもあって、そう考えると、シンプルな案件でもかなり滞留してし

まっている。人に手間をいただくのではなく、そこにとまってしまってずっと

待っているという状態の書類がかなりあって、これを24時間以内にすべきであ

るということがこの研究会での基本的なゴールのイメージですので、先ほどの

ホワイトリストの部分を考えていかないといけないというような御趣旨だった

と思って、私もそのように理解しておるところです。 

 大体そろそろきょうの会議は終わりかなという時間に近づいておりますけれ

ども、松井課長あるいはほかの方々から、今お話ししておくべきことがあれば

お願いいたします。いかがでしょうか。 

 お願いします。 

 

○松井法務省民事局商事課長 今、ホワイトリストという話があって、ホワイ

トリストはAI化が容易であるというようなことであったかと思います。登記の

場面では、どのような登記も通常は添付書面がついてまいりますので、その中

身等のチェックは避けられないところでございます。そのため、これは今後に

検討すべき課題と考えておりますが、添付書面の審査を御指摘のようなホワイ

トリストとしてAIにやらせるためには、先ほど川村参事官がおっしゃったよう

に、実務界においてどうやって議事録等のフォーマットを決めていくのかとい

うところが大事になろうかと思います。 

 

○大杉座長 ありがとうございます。 

 ほかに、もし特段なければ、ここまでといたしたく存じますけれども、よろ

しいですか。 

 それでは、そろそろ時間となりますので、本日の議論はここまでとさせてい

ただき、事務局及び関係省庁におかれましては、本日の議論も踏まえた上で、

３月の取りまとめに向けて御準備いただければと希望いたします。 

 それでは、進行を事務局にお返しします。 
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○川村日本経済再生総合事務局参事官 大杉座長、ありがとうございました。 

 後日、議事要旨を公開させていただきたいと思います。それに先立ちまして、

発言部分について御確認をお願いいたしますので、御協力のほどよろしくお願

いいたします。恐縮でございますけれども、議事要旨を公表するまでの間、み

ずからの御発言以外の部分については対外的に公表をお控えいただけるように

お願いいたします。 

 以上をもちまして、本日の会議を終了させていただきます。ありがとうござ

いました。 


